



































































































企業集団 三　　菱 住　　友 三　　井 富　　士 三　　和 第一勧銀
ユ冥口
名　　　　称 三菱金曜会 白水会 二木会 芙蓉会 三水会 三金会
会　社　数 29社 20社 24社 29社 44社 47社
設立年月日 1955年（推定）1951年前後 1961年10月 1966年1月 1967年2月 1978年1月
目　　　　的 情報交換及び親 メンバー相互の 事業上の連絡及 情報交換及び親 親睦及び相互啓 メンバー相互の
睦 懇談 び親睦を図るたﾟ 睦のため 発のため
親睦と発展
社 出　席　者 会員各社の会長 会員各社の社長 会員各社の社長 会員各社の社長 会員各社の会長 会員各社の会長
及び社長 （社長に支障の 及び社長 及び社長




議題又は話題 ・社長就任・異 一般経済情勢に ・商号及び商標 ・経済トピック ・会員または外 ・外部講師によ
動の挨拶 ついての情報 関係事案の報 スについての 部講師による る講演







副社長・役員 ［五日会］20社 ［月曜会］72社 〔芙二会］29社 ［クローバ会］
級の会合 （企画担当役員） （常務取締役以 （副頭取・副社 53社
・経済情勢等に 上の会員） 長） （副頭取・副社長
関する情報交 ・講演会，懇親 ・経済情勢等に 又は専務取締?
換，懇親 パーティー 関する情報交 役）
換，懇親 ・講演会
階 総務担当・企 ［月曜会］29社 ［銀葉会］24社 ［芙水会］29社 ［三水会部長会］ ［三金連絡会］
層 画担当部長級 （総務部長） （総務関係の担 （企画担当部長） 44社 47社
の会合 ・金曜会の連絡 当部長） ・連絡事項の伝 （企画担当部長） （役員又は部長
別 事項の伝達 ・二木会関係事 達 ・講演会 級）
務連絡 ・講演会 ・三金会の運営
の に関する事前
連絡会 一辱一P一冒■一回一一一山w1冒一一一 一一一冒一■一一一一一一一1冒置一一一m泉会］　20社一一「冒■一一一「一一一一一－一一一一m三友調査会］ 一一一，冒一一一回一一一一π冒置一一■m英総会］29社一一一一7冒一一曽一一一一一山眉■一一 ＿一一一一冒■■r－一一一一一’一1■




商号・商標に関す ［三菱社名商標 ［住友商標委員 ［三井商号商標









広報に関する会合 ［三菱広報委員 ［住友グループ ［三井広報委員 ［広報部長会］
会］　　　41社広報委員会］ 会ユ　　　30社 43社
（広報宣伝部門 （広報担当役職 （広報担当部長 （広報担当部長）
の主管者） 者）　　　50社 及び課長）
その他の会合 ［木曜会］ ［三悠会］25社 ［芙蓉懇親会］ ［商流懇談会］
在阪20社 （総務部長） 67社 44社



















































企業集団 三　　菱 住　　友 三　　井 富　　士 三　　和 第一勧銀
業種 （三菱金曜会29社） （白水会20社） （二木会24社） （芙蓉会29社 （三水会44社） （三金会47社
金融　保険業 三菱銀行 住友銀行 三井銀行 富士銀行 三和銀行 第一勧業銀行
三菱信託銀行 住友信託銀行 三井信託銀行 安田信託銀行 東洋信託銀行 朝日生命保険
明治生命保険 住友生命保険 三井生命保険 安田生命保険 日本生命保険 富国生命保険
東京海上火災保 住友海上火災保 大正海上火災保 安田火災海上保 日産火災海上保






















紙　パルプ 三菱製紙 王子製紙 山陽国策パルプ 本州製紙
化学 三菱化成 住友化学工業 三井東圧化学 昭和電工 帝人 電気化学工業
三菱瓦斬化学 住友べ一クライ 三井石油化学工 呉羽化学工業 徳山曹達 協和醗酵工業
三菱油化 ? 業 日本油脂 積水化学工業 日本ゼオン





石油　石炭製品 三菱石油 東燃 コスモ石油 昭和シェル石油
ゴム製品 東洋ゴム工業 横浜ゴム













一般機械器具 三菱化工機 住友重機械工業 久保田鉄工 エヌティエヌ 新潟鉄工所
日本精工 井関農機
荏原製作所





輸送用機械器具 三菱重工業 トヨタ自動車 日産自動車 日立造船 川崎重工業
三菱自動車工業 三井造船 新明和工業 石川島播磨重工
ダイハツ工業 業
いすゴ自動車
精密機械器具 ニコン キャノン ホーヤ 旭光学工業
不動産業 三菱地所 住友不動産 三井不動産 東京建物
陸運業 東武鉄道 阪急電鉄 日本通運
京浜急行電鉄 日本通運
水運業 日本郵船 大阪商船三井船 昭和海運 ナビックスライ 川崎汽船
舶 ン
































































三　　　　　　菱 72．20 1．75 35．45 96．55 15．3 75．86 3．63 17．95
住　　　　　　友 93．63 1．54 27．46 50．00 15．2 35．00 1．98 26．58
三　　　　　　井 59．55 1．42 19．46 41．66 13．6 37．50 4．19 23．99
富　　　　　　士 45．41 1．30 16．39 44．83 12．0 37．93 2．58 19．46
三　　　　　　和 26．99 1．43 16．46 68．18 9．7 54．54 3．49 16．99




























































































驪ﾆ比率 売上比率 仕入比率 仕入比率 売上比率 仕　入 売　上
三　　　　　　菱 3．5 37．93 5．76 17．12 9．90 20．34 14．29 24．63
住　　　　　　友 2．3 15．00 4．04 12．37 13．20 33．59 14．37 34．64
三　　　　　　井 1．3 4．17 2．73 5．72 10．12 13．55 14．47 15．66
富　　　　　　士 1．1 0．00 1．38 9．27 2．02 10．18 4．05 11．90
三　　　　　　和 0．5 2．27 1．65 3．88 2．63 4．24 4．57 5．69



















全　　集　　団 1．5 10．25 2．64 7．56 5．67 11．69 9．24 14．47
（備考）　1．平均持株率
　　　　　　　　総合商社による集団内各企業の持株率の合計
　　一総合商社の集団内各企業に対する株式所有関係の数
2．役員派遣企業比率
　　　集団内総合商社から役員を派遣されている企業数
×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　　　　　　　　　　集団内企業の数
3．総合商社の集団内売上比率
　　　総合商社の集団内企業（金融機関を除く）への売上高
　　　　　　　　　　　総合商社の総売上高
4．総合商社の集団内仕入比率
　　　総合商社の集団内企業（金融機関を除く）からの仕入高
×100
　　　　　　　　　　　総合商社の総仕入高
5，集団内企業の対商社仕入比率
　　　企業（金融機関を除く）の集団内総合商社からの仕入高
×100
　　一　　集団内企業（商社・金融機関を除く）の総仕入高
6．集団内企業の対商社売上比率
　　　企業（金融機関を除く）の集団内総合商社への売上高
×100
一　　集団内企業（商社・金融機関を除く）の総売上高
7．集団内取引比率
　　　企業（商社・金融機関を除く　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　　一　　　　　　集団内企業（商社・金融機関を除く）の総取引高
8．公正取引委員会事務局編『日本の六大企業集団一その組織と行動一』東洋経済新報社，1992年，
90～105ページにより作成。
　　　　　　　　　　　×100
の集団内総合商社および他企業との取引高
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3．公正取引委員会調査の限界
　1989年度末の時点での関係諸指標を用いて実施された公正取引委員会調査は，企業集団を6つの社
長会のそれぞれに対して出席資格を有する企業群に限定することにより，そのような意味での企業集
団に関するかぎり，多面的で，しかも明快な分析を行った。
　しかしながら，その分析方法には固有の限界があり，殊に，現代日本経済の特徴的な構造と最も深
い関わりを持つと考えられる企業間結合の実態を把握しようとする目的に対しては，あくまでも限ら
れた効果を持ちうるにすぎない。以下，最も基本的な事項のみに限り，その限界を確認しておく。
（1）この調査においては，企業数を唯一の例外として他の数値はすべて比率をもって示されているこ
とが端的に物語るように，絶対額をもって示される企業の規模は一切考慮されることがない。それゆ
え，企業集団を構成しているおのおのの個別企業の規模も，したがってまた，それらの企業をもって
構成される企業集団の規模も，ここでの企業集団の認識においてはすべて捨象されている。
（2）企業集団の構成単位が終始，個別企業としての社長会企業と見なされており，それらの企業が個
別企業としての限界を越えて展開する企業間関係としては，社長会企業群としての企業集団のみが考
慮されるにすぎない。したがって，それらの企業のいわゆる子会社・関係会社・協力会社などとのあ
いだの結合関係は視野の外に置かれる。もっとも，調査報告のいわば最終的な総括として，「六大企業
集団が我が国経済に占める地位」（金融機関を除く）を示す指標が掲げられ，そこには「メンバー企業」
のみの数値と並んで「子会社を含めた場合」も示されてはいるが，その際の「子会社」とは「50％を
超えて出資している会社」のみに限られている。したがって，加算される子会社も社長会企業1社当
り平均35社にとどまり，法人企業全体に占める企業集団のシェアも，例えば六大企業集団の合計につ
いて見た場合，資本金・総資産・売上高の3指標について，「メンバー企業」のみで約14ないし17パー
セントであるものが，「子会社」を含めることにより4パーセント前後の追加となるにとどまっている。
（3）社長会企業とそのいわゆる子会社・関係会社・協力会社などとの関係を無視する姿勢は，社長会
企業相互間におけるその種の関係に対してもまた貫かれる。そのため，同一企業集団内におけるその
種の関係も，また，異なる企業集団に所属する企業間におけるその種の関係も，ともに企業集団の「組
織と行動」の考察に際して考慮されることがない。
（4）6つの社長会のそれぞれに出席資格を有する企業群のみを企業集団と見なすかぎり，企業集団の
数と，それらに所属する企業の数とは，企業総数に対してきわめて限定されたものとなり，一方では，
個別企業としての規模，業界における地位などにおいて社長会企業に匹敵する企業でありながらも，
限定的に定義される企業集団のいずれにも所属することのないものが少なからず存在することとな
る。そして，これらの企業もまた同様に，自己の子会社・関係会社・協力会社などに相当する企業群
を保有するのである。それゆえ，限定された意味での企業集団に関する評価は，それらすべての外部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一149一
　　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
に，なおこれら企業が存在する事実をも参酌のうえなされねばならぬはずである。
　かくて，もはやあらためていうまでもないことであるが，これらの限界の克復は，個別大企業を頂
点ないし中核とする諸企業の結合体をもって，いわば第1次的な企業集団と見なし，「六大企業集団」
はそれら第1次集団の連結体，したがっていわば「集団の集団」，すなわち累乗的な企業集団と把握す
ることによってのみ可能となるのである。
注
（1）通商産業調査会編『日米構造問題協議最終報告一日米新時代のシナリオー』通商産業調査会，1990年，104
　　ページ。
（2）同上，108－109ページ。
（3），（4）公正取引委員会事務局編『日本の六大企業集団一その組織と行動一』東洋経済新報社，1992年，1
　　ページ。
（5）同上，3ページ。
（6）拙稿「日本における現代の経営」（経営学研究グループ『新版・経営学一企業と経営の理論一』亜紀書房，
　　1976年，第VII章），262－263ページ。拙稿「日本における会社企業の現状一企業形態論からの確認一」，『明
　　治大学社会科学研究所紀要』第29巻第2号，明治大学社会科学研究所，1991年3月，283－240ページ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（なかむら　みずほ）
一150一
